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2026年 8月 5日 

中央教育審議会 初等中等教育分科会 教育課程部会  

教員養成部会  

部会長 秋田喜代美殿 貞弘斎子殿 

 

広げよう！子どもの権利条約キャンペーン 

共同代表 甲斐田万智子、喜多明人、野村武司 

 

次期学習指導要領改訂に向けた要望書 

 

 論点整理で、「主体的・対話的で深い学び」の実現や「多様性の包摂」を支える前提として、教師が学びをデ

ザインする高度専門職であることが位置づけられており、教育の質は教師の専門性に大きく依拠することが示さ

れています。また、子どもが安心して学び、意見を表明し、対話や協働を行うためには、心理的安全性の確保が学

習の基盤として不可欠であるとされたことは大変重要です。 

これらを実現するためには、教員養成カリキュラムおよび教員研修において、子どもの権利条約への深い理解とそ

の教授力を身につける機会を確保することが不可欠です。 

さらに、教育課程の実施に当たっては、教師の過度な負担を軽減し、持続可能な教育環境を整備する観点から、

「余白」の創出や実現可能性の確保が重要であることが指摘されています。これらを踏まえると、子どもの権利に

基づく教育の実現は、新たな業務の付加としてではなく、むしろ教育実践の質を高め、教員と子どもとの関係性を

安定させる基盤として位置づけることが重要です。 

子どもの意見が尊重され、対話が成立する関係性の中では、学級経営の安定や子どもの主体的な学びが促

進され、結果として教員の指導上の困難感や負担感の軽減、教師のエンパワメントにもつながることが期待されま

す。 

 本キャンペーンでは、学習指導要領の改訂に向けて、どのような学校や教育・学びが子どもたちの求められて

いるかを調査するために、6月 23日から 7月 7日の間に 18歳未満の子どもを対象にアンケートを実施し、64

名からの回答と 2 名からの声が集まりました。なお、アンケートを実施する際には、6 月 18 日に提出した要望書

のチャイルドフレンドリー版を作成し、読んでもらいました。 

 

要望１. すべての教員が担当科目において子どもの権利に基づいた教育を行うことができるように、また、子ど

もの権利を保障する学校運営を行えるように教職課程コアカリキュラムで子どもの権利に基づく教育、および、

子どもの権利教育を必修科目にしてください。 

 

セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンの調査(2022)によると、内容までよく知っている教員の割合は 5人に 1人で

す。子どもの権利を教える取組をしていないと答えた教員は約半数に上ります。 

海外では「教師教育は、子どもの権利教育を実行するための最重要行動分野として認識されている。」（注１）

と記されていますが、日本の教員養成カリキュラムにおいても子どもの権利、権利条約を位置づける必要がありま

す。令和 4年に改訂された生徒指導提要にも、生徒指導の基礎は子どもの権利条約とこども基本法と記されて

います。 

子どもが主体の学びとなるように児童生徒が自分で学びを選び、計画し、自己評価できるような教育方法を教

員養成カリキュラムに入れてください。教員が児童生徒を評価するのではなく、児童生徒との対話を通じ、教員が

子どもの最善の利益を優先しているか自己評価を繰り返す評価方法を教職課程で学べるようにしてください。 
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【根拠】 

『生徒指導提要』（改訂版）で、子どもの権利条約に関する理解が「教職員、児童生徒、保護者、地域の人々等に

とって必須」だと強調されている。 

教職員等の十分な研修機会の確保については、「人権教育・研修に関する国連宣言」にも国家の義務として定

められている（第 7 条）ほか、国連・子どもの権利委員会 「日本の第 4 回・第 5 回統合定期報告書に関する総

括所見」（2019年、パラ 13）においても勧告されている。 

 

子どもアンケートの集計結果 

 
回答：「あまり学んでいない」（21.9%）と「全く学んでいない」（28.1%）を合わせると、半分の 50％が十分に学べて

いないことがわかります。 

「権利」について、言葉としては聞いたことがあっても、自分自身の権利として深く理解するまでには至っていないケースが散

見されます。 

 子どもたちに子どもの権利を十分教えられるように、教員養成カリキュラムに子どもの権利、および、子どもの権利教授法

の必要性が伺えます。 

 

子どもアンケートで回答した子どもの声 

「子どもの権利を先生たちも学んで欲しい！」という声に表れているとおり、子どもたちは、教員が子どもの権利の知識を十

分持った上で子どもの権利を教えてほしいと願っています。 

 

 

要望２. 子どもに権利と義務があるという誤解をなくし、子どもが権利保有者であり、責務履行者であるおとな

に権利を主張できる子どもの権利に基づくアプローチについて教職課程カリキュラムに含めてください。 

 

子どもの権利条約が批准された 1994年に文部省から出された通達によって子どもは権利という前に義務を

果たさねばならないという誤解を持っている教員が多いと言われています。子どもが権利を行使する際に義務を

果たすことが条件とならないことを教員が学ぶようにしてください。 

一方で、教員は、児童生徒が、自らの権利と他者の権利を尊重する責任を理解し、他者の権利を侵害せず、尊

重した行動をとれているかを振り返ることができるような教育を行えるようなカリキュラムをつくってください。 

 



3 

 

子どもアンケートの集計結果 

 

回答：「とてもそう思う」（39.1％）、「少しそう思う」（42.2％）と回答した子どもは合わせて 81.3％にも上ります。 

 教員が一方的に教えるのではなく、子どもを権利の主体として捉え、子どもが選択できるようにしたり、子どもと話し合って決

めたりできるような能力および意識・態度の育成の必要性が伺えます。 

 

子どもアンケートで回答した子どもの声 

学校がもっと安心できる場所になるためには？（質問３） 

自分の意見を言えるときと言えない理由（質問 1・2） 

意見を言えるのは？ 

・「ペアワークや授業内での発表の場が確保されているとき。」（高校３年生） 

・「人が話しているときは他の人は話さない、発表をしてくれたら拍手、冷かさずに、相手の意見も受け入れる」（中学１年

生） 

・「クラスの雰囲気がよく、誰でも発言しやすい空気があるとき。」（高校３年生） 

 

意見を言いにくいときは？  

・「自分の意見を言ったあとに、友達からひやかされたり怒られたりした経験があるとき。」（中学１年生） 

・「5 分前行動」を強制されるなど、授業の終了時間が守られず、自分の時間や意見が軽視されていると感じるとき。（高

校３年生） 

 

「学校のルールや行事について、自分の意見が活かされていると感じますか？」（質問９）への回答の理由について、以

下の声が挙げられました。 

形式的にとどまっているという声 

・「生徒総会で決まったことが全然実施されない」（高校 3年生） 

・「生徒総会で意見を述べられるのは数クラスのうち 1 クラスのみで、少数派の意見は掻き消されてしまう」（高校 3年生）  

こうあってほしいという声 

・「生徒会のみではなく、定期的に意見を吸い上げることが大切だと思う」（高校 3年生） 

・「生徒会を通じてちゃんと意見が反映されるようになっているといい」（高校 3年生） 

・「学校運営に必要なさまざまな分野に生徒主体の機関を設け、教員の意向よりもそこでの決定を尊重する運営体制が重

要。全国の学校でも取り入れられるべき」（高校 2年生） 
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要望３. すべての教員が子どもの意思、気持ちを理解できるように傾聴する力や観察する力を教職課程で学ぶ

ことができるようにしてください。 

 

中央教育審議会教員養成部会ワーキンググループの中間まとめ「今後の教職課程や教員免許制度の在り方

について」によると、教員養成カリキュラム改革で新しく「教育及び幼児、児童又は生徒の理解に関する科目」が

盛り込まれていますが、そのためには子どもが意見や見解を表現しやすい環境をつくり、表現された意見や見解を

言語、非言語を含め傾聴し、観察によって読み取る力が必要です。そのようなスキルを教職課程で習得できるよう

にしてください。 

 

子どもアンケートの集計結果 

 
回答：「よく聞いてくれている」（54.7%）と回答した子どもが半数いる一方で、「たまに聞いてくれている」(28.7%)、「あま

り聞いてくれない」（10.9%）、「ほとんど聞いてくれない」（6.3%） と十分話を聞いてくれない先生も 45.3%に上りま

す。 

 教員養成カリキュラムで、教員志望の人が子どもには聴かれる権利があり、傾聴することが教員の義務であることを学び、

傾聴力を高める教育の必要性が伺えます。 

 

子どもアンケートで回答した子どもの声 

先生が聞いてくれていると感じるエピソード: 

・「私が体調を悪くしていた際、わざわざ連絡をくれた」（高校１年生） 

・「友達関係で困っているときに放課後を使って問題解決まで一緒に考えてくれたとき。」（中学１年生） 

・「英検のサポートをしてくれた」（高校３年生） 

・「きちんと目を見て話してくれる」（中学２年生） 

 

先生が聞いてくれていないと感じる理由・不満： 

・「進路相談で特殊な受験方法を使用するため教員に説明しようとした際、そんな受験方法は無いと突っぱねられた」（高

校３年生） 

・「明らかに理不尽な内容で注意され、理由を話したにも関わらず、全く聞く耳を持ってくれなかった。(中学校の時)」（高校

３年生） 

・「先生の授業が分かりにくいのに、皆同じテストを受けるのはおかしいから」（高校３年生） 

・「そっちの方がマシだから」と意見を流されたりしたとき。（小学校５・６年生） 



5 

 

 

理想の先生は？（こんな先生が増えてほしい）： 

コミュニケーションと信頼関係: 

・「きちんと話を聞き、公平に物事を考え、判断できる先生」（高校３年生） 

・「生徒と同じ目線に立ち、対話を大切にしてくれる先生」（高校１年生） 

 

労働環境への配慮（生徒側からの視点）: 

・「まずは、教育委員会、働き方改革をして。話はそれから、先生が忙しすぎて、一緒に遊ぶことも困ったことも言えない。先

生に余裕ができない限り、こうしてほしいは先生の負担になる。もし働き方改革がうまくいき、先生に余裕ができたら、おとなの

クレームおそれるのはわかるが、おそれず子どもと一緒に自由に学べるようにもっと柔軟になってほしい」（中学２年生） 

 

その他: 

「サッカーワールドカップの日本の試合を見せてほしい。それぐらい遊びや余裕がある学校生活にしてほしい」（中学２年生） 

 

 

要望４. 心理的安全性の確保が学習の基盤となるよう、教員が子どものセーフガーディングの知識を得られる

ように教員養成カリキュラムに入れてください。 

 

論点整理では、「主体的・対話的で深い学び」の実現や「多様性の包摂」を支える前提として、教師が学びをデ

ザインする高度専門職であることが位置づけられており、教育の質は教師の専門性に大きく依拠することが示さ

れています。また、子どもが安心して学び、意見を表明し、対話や協働を行うためには、心理的安全性の確保が学

習の基盤として不可欠であるとされています。 

さらに、教育課程の実施に当たっては、教師の過度な負担を軽減し、持続可能な教育環境を整備する観点から、

「余白」の創出や実現可能性の確保が重要であることが指摘されています。これらを踏まえると、子どもの権利に

基づく教育の実現は、新たな業務の付加としてではなく、むしろ教育実践の質を高め、教員と子どもとの関係性を

安定させる基盤として位置づけることが重要です。 

子どもの意見が尊重され、対話が成立する関係性の中では、学級経営の安定や子どもの主体的な学びと子ど

ものエンパワメントが促進され、結果として教員の指導上の困難感や負担感の軽減、教師のエンパワメントにもつ

ながることが期待されます。 

子どもが安心して学び生活できる心理的安全性が得られる環境を学校全体でつくることができるように子ども

のセーフガーディングを学ぶカリキュラムを教職課程に組み入れてください。 

 

【根拠】 

学校・教育環境そのものが人権を尊重する環境である必要性は、国連・子どもの権利委員会 「一般的意見第

1号：第 29条 1項 教育の目的」（パラ 15、19）や「人権教育のための世界計画」第５段階の行動計画の「D：

実現のための環境」でも指摘されている。 

イギリス、オーストラリア、カナダでは、子どもへの暴力、虐待、いじめ、性的搾取、差別、オンライン被害、おとなに

よる不適切な関わりなどを未然に防ぐために、子どものセーフガーディングを「子どもの安全・尊厳・権利を包括

的に守る仕組み」として制度化している。 
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子どもアンケートの集計結果 

 

回答：「感じる」（34.4％）、「少し感じる」（25％）が合計59.4％であり、「あまり感じない」（28.1%）、「感じない」

（12.5%）は合計 40.6%と、4割以上もの子どもたちが自分の意見を安心して言えないと感じています。 

 教員が、生徒一人ひとりが尊重され、過度なプレッシャーや不自由さを感じずに意見を言えるような安全な環境づくりをおこ

ない、それを態度で示すことができるような育成が教員養成課程で必要なことが伺えます。 

 

子どもアンケートで回答した子どもの声 

「学校がもっと安心して学べる場所になるには？」（質問３）の回答 

 

相談できる環境と関係性: 

・「校内に匿名の意見ボックスを設置したり、定期的なアンケートを実施してほしい」（高校３年生） 

・「先生と生徒がもっと気軽に意見を共有できる関係性や、休み時間が 5 分しかなくて先生に相談したくてもできない状況の

改善」（小学校５・６年生） 

・「意見をなかったことにせず、否定だけでなく良いところも探して伝えて欲しい」（高校１年生） 

・「怒りすぎないで子どもの意見をまず聞いてほしい。そうしたら子どもはニコニコ過ごせる。」（小学校 5 年生よりも小さい学

年（1～4年生） 

 

 

要望５. 多様な子どもを包摂するために障害や病気のある児童生徒を含むすべての子どもたちを対象に「社会

モデル」の考え方を教員養成カリキュラムに含めてください。また、外国にルーツをもつ子どもたちへの差別を防

止し、真の共生社会を学校現場からつくっていけるよう、多様な背景をもつ子どもたちの実情について学ぶカリ

キュラムを教職課程に組み入れてください。 

 

多様な背景、特性をもつ子どもたち同士がどのように互いの尊厳と権利を守っていけるかを早期から学ぶこと

は、補助的な教育活動として行うものではなく、教育そのものの目的といえます。「マイノリティ」の子どもたちの現

実への理解を教員が深められるような内容を教職課程に組み込んでください。 

マイノリティの子どもたちが直面している困りごとの原因を個人ではなく社会や環境（今のふつう・バリア）の方

に求め、社会や環境を変えることで解決していこうという考え方を教員が児童生徒に教えられるようにしてくださ

い。 
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【根拠】 

国連・子どもの権利委員会 「日本の第 4 回・第 5 回統合定期報告書に関する総括所見」においても、「周縁

化された様々な集団に属する児童に対する社会的差別が根強く残っていること」を懸念し、「アイヌを含む民族的

少数者の児童，被差別部落出身の児童，韓国・朝鮮人（Korean）等の日本国籍以外の児童，移住労働者の児

童，LGBTI の児童，婚外子並びに障害児に対する実質的な差別を減らし，防止するために，意識啓発プログラム，

キャンペーン及び人権教育を含む措置を強化すること」と勧告を受けている（2019 年、パラ 17,18）。教育現場

において、多様な背景、事情を抱えるすべての子どもたちが自身の存在を否定しないですむ環境づくりが求めら

れている。 

また、子どもの権利条約第 29 条では、児童の教育が指向すべき内容として「児童の父母、児童の文化的同一

性、言語及び価値観、児童の居住国及び出身国の国民的価値観並びに自己の文明と異なる文明に対する尊重

を育成すること。」と謳っている。日本においても長年にわたり多くの外国にもつながる子どもたちが暮らしてきた

が、そもそも外国にもルーツをもつ子どもたちがどのような背景をもつ子どもたちのことを指すのか、言語面以外

でどのような課題に直面しているのか、そしてその権利をどのように守ることができるかについて、教員が体系的

に学べる手段が不足している。 

 

注１ 勝野正章（2026）「教員養成のカリキュラムの課題と展望」（26カ国中 16カ国で、部分的もしくはすべて

のカリキュラムで子どもの権利教育が必須とされている） 

以上 

 


